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加盟店
利用済み「食事券」の準備

(株)近鉄ロジスティクス・システムズ

■利用済み食事券受領
■集計作業
■情報登録
■集計データ作成
■利用済み「食事券」の保管

食事券・問い合わせ対応センター
（株式会社近畿日本ツ－リスト 静岡支店）

■集計データ確認
■事務局へのデータ送信
■不備書類への対応（精査・確認等）

近畿日本ツ－リスト ビジネスクリエイト

■加盟店の振込先情報と集計データを結合し
銀行振込用データの作成

■精算金の振り込み

「食事券」の発送（月2回）
ヤマト運輸が集荷

集計データ送付
不備書類、利用済み「食事券」の送付

集計データ送付

入金
（月1～２回／全２3回）

各店舗（加盟店）で利用された「食事券」は、以下のフローでの換金・精算業務を実施い
たしました。

精算業務フロー

精算・換金体制 食事券の利用、回収後の加盟店への代金の振込
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精算・換金体制 換金キット詳細

● ポスター（B2版 1部） ● ステッカー（A5版 1部）

● 宅急便コンパクト 22箱 ● 専用宅配便伝票 22枚

● 換金依頼送付状（A4 22枚）

事務局にて登録完了後、加盟店に下記の換金キットを郵送し、精算・換金業務を行い
ました。加盟店は、ポスターステッカーを店舗の見えやすいところに掲示し、登録店舗で
あることを食事券利用者へ認識していただきました。

加盟店は、利用済み食事券と換金依頼送付状をヤマト宅配便コンパクトボックスに入
れ、集計センターへ郵送、精算・換金を行いました。

・ポスター 1部 ＊店舗に掲示用

・ステッカー 1部 ＊店舗に掲示用

・食事券取り扱いマニュアル 1部

・換金依頼送付状 22枚 ＊計22回分（追加希望店舗には追加発送）

・宅急便コンパクトBOX  22個 ＊計22回分（追加希望店舗には追加発送）

・宅急便着払伝票 22枚 ＊計22回分（追加希望店舗には追加発送）

店舗名・住所・TELを記入

精算・換金体制 換金キットの詳細
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事業の実施期間中、計23回の送金を実施いたしました。
※加盟店舗への送金タームは、加盟店舗が食事券の換金請求をして
から、着金まで40日以下となる頻度で行いました。

換金回① 換金回② 換金回③ 換金回④ 換金回⑤ 換金回⑥ 換金回⑦ 換金回⑧

締 日
令和2年
11月27日

12月4日 12月18日
令和3年
1月8日

1月29日 2月22日 3月15日 4月7日

送金日 12月17日 12月25日
令和3年
1月15日

1月29日 2月19日 3月15日 4月5日 4月30日

件 数 4,210 2,149 3,764 3,931 3,532 3,409 2,901 3,220

換金額 101,673万円 3,8086万円 80,441万円 79,369万円 67,280万円 50,401万円 34,088万円 29,247万円

換金回⑨ 換金回⑩ 換金回⑪ 換金回⑫ 換金回⑬ 換金回⑭ 換金回⑮ 換金回⑯

締 日 4月13日 4月21日 4月30日 5月12日 5月27日 6月9日 6月23日 7月8日

送金日 5月12日 5月19日 5月28日 6月4日 6月18日 7月2日 7月15日 7月30日

件 数 994 1,020 1,016 1,888 1,588 1,654 1,097 2,234

換金額 8,071万円 6,552万円 5,916万円 8,836万円 6,929万円 5,965万円 4,455万円 8,783万円

換金回⑰ 換金回⑱ 換金回⑲ 換金回⑳ 換金回㉑ 換金回㉒ 換金回㉓ 合計

締 日 8月10日 9月10日 10月8日 11月10日 12月7日
令和4年
1月12日

2月10日

送金日 8月30日 9月30日 10月29日 11月30日 12月24日 1月31日 2月18日

件 数 3,583 1,140 914 1,051 855 2,674 13 48,837

換金額 12,449万円 2,224万円 1,964万円 1,174万円 780万円 3,598万円 18万円 558,299万円

精算・換金体制 換金・送金ターム、振込件数の実績

※5,582,993,500円
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不正防止対策・対応／余剰金の使途について

不正防止対策と対応実績

利用者による食事券購入からの転売を防止するために、静岡県商工会GoToEat

キャンペーン食事券のフリマサイトにおける出品有無を定期的に閲覧し、監視を

行いました。幸いにも、出品は確認されず、利用者による個人売買（転売）を防

止いたしました。

加盟店の換金履歴データを管理し、不規則な換金ターム（例：換金額が通常回

より突発的に大きくなっている換金回など）が見受けられる加盟店を抽出し、集

計センターにて該当する加盟店の利用済み食事券の購入者氏名の目視確認等を行

いました。そのような監視体制の中で、換金請求に対してすでに支払いは完了し

ておりましたが、加盟店経営者が購入した食事券を自店舗で一括換金請求してい

た１店舗を確認。当該加盟店に聞き取り調査を行った結果、提出された売上デー

タ等の資料から、飲食の実態が確認できる食事券利用を確認できなかったことか

ら、既に当該加盟店宛てに振り込んでいた額のうち給付金相当額分の返還を求

め、当該加盟店から給付金相当額全額の返還がありました。

なお、上記返還に併せて、食事券取扱い加盟店の登録取り消しを行いました。

未換金の余剰金の使途について

新型コロナウィルス感染対策を進めながら、各商工会を通じ、地域飲食

店の経営支援に活用していきます。

余剰金 26,937,200円（税込）

【食事券の転売防止】

【加盟店の不正換金】



41

実績確認監査等事業者への報告／相談窓口・申請案内等事業者との連携

実績確認監査等事業者への報告は、以下仕様書に記載の内容に従って行いました。

①キャンペーン期間中、食事券販売・利用の実績を、毎月、別途定める様式により、実績確認監査等事

業者へ報告いたしました。様式、期日及び方法は、委託者と実績確認監査等事業者が、協議して定め

食事券の販売、利用、執行状況をCSVファイルで報告可能にする等、効率的な方法にて対応いたしま

した。

②キャンペーン期間中、加盟店への代金振込の実績を取りまとめた書類と、それらの根拠となる証拠書類

を、毎月、別途定める様式により、実績確認監査等事業者へ報告いたしました。様式、期日及び方法は

委託者と実績確認監査等事業者が、協議して定め、CSVファイルで報告可能にする等、効率的な方法

にて対応いたしました。

③キャンペーン期間終了後、食事券販売、利用の実績と、加盟店への代金振込の実績、その根拠となる証

拠書類を、別途定める様式により、実績確認監査等事業者へ報告し、承諾を得ました。様式、期日及び

方法は、委託者と実績確認監査等事業者が、協議して定めました。

④毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよう、事業開始に当たり、事前テスト報告に

協力するものとし、実績確認監査等事業者の指定する方法により、ダミーデータの提出などを行いまし

た。また、提出データの正確性に責任を負うものとし、実績報告や根拠資料のデータ提出に当たっては

複数の者によるダブルチェックを行いました。複数の者によるダブルチェックでは、データの読み手と

聞き手を変えて、異なる者の組合せで、複数回確認を行いました。

⑤実績確認監査等事業者が行う不正防止のためのヒアリング、監査、抜き打ち検査などに協力いたしまし

た。

相談窓口・申請案内等事業者との連携は、以下仕様書に記載の内容に従って行い
ました。

①相談窓口・申請案内等事業者が、事業の基本的内容を、利用者と加盟店に説明するために必要となる

情報の提供に協力いたしました。

②委託者の指定する事業者が、食事券発行事業者と連携した広報を実施することに協力いたしました。

③相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口を設置いたしました。
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全体所見

静岡県商工会地区GoToEatキャンペーン事務局では、「静岡県でがんばる
飲食店と食材を提供する農林漁業者を応援します！」をテーマに、食事券販
売・利用期間（令和2年10月～令和3年12月）を設定し、GoToEat事業に取り
組みました。

期間中、新型コロナウイルス感染症感染拡大期が度々訪れ、静岡県では緊
急事態宣言（令和3年8月20日～令和3年9月30日）や、まんえん防止等重点措
置（令和3年8月8日～令和3年8月19日）が適用される期間がありましたが、
食事券販売については、販売休止期間が始まる前に2ヵ月前倒しで完売いた
しました。

静岡県においては2事業体でGoToEatキャンペーンを展開する形となったた
め、加盟店の現場サイドや利用者から、混乱するとのご指摘を受けました。
また、後出しとなりますが静岡県が主体となって行われた県民割事業にて

付加される地域クーポンの発券スキームも、当事業と同じコンビニ発券が採
用されたため、当食事券と地域クーポンが類似したデザインで紛らわしく、
加盟店による異種券換金依頼が頻発しました。
結果的に手違いを助長するものとなってしまったことは、事務局としては

利用者をはじめ加盟店が混乱する形となり反省をしなければなりません。

食事券利用期間は、緊急事態宣言等により度重なる静岡県からの利用自粛
要請（令和3年5月15日～令和3年10月8日）により、度々延長され、当初計画
の利用期限令和3年3月31日から令和3年12月31日までとなった。

最終的な換金率は99.4％であり、食事券額面ベースで、約55億円超の飲食
店への経済波及効果があったこととなり、飲食店支援に十分な成果があった
と考えられる。


